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1．はじめに
　日本語は世界の多くの国で学習されている。2017年に国際交流基金が発表した2015年の調査
結果では、137の国と地域で365万人余りの学習者が日本語を学んでいるという。一方、国内の
教育機関で学ぶ学習者は20万人程度ということなので、外国語環境で日本語を学んでいる学習
者が圧倒的に多い。中でも東アジア、東南アジアの国々に学習者が多く、全体の8割以上がそれ
らの地域に集中している。東アジアにある台湾も日本語学習者が多く、学習者数は減少傾向にあ
るものの、現在も20万人以上が日本語を学習している。そして、高等教育機関で日本語を学ぶ
学習者は卒業後に日系企業に就職を希望する者が多いため、近年ではビジネス日本語に関する科
目を強化する大学も多いという。
　ビジネス場面で日本語を使用するためには語彙・文法の知識や理解能力を身に付けるだけでは
不十分で、産出能力の習得が不可欠である。しかし、一般的に言って、目標言語が話されていな
い外国語環境ではアウトプットする機会も限られているため、高度な運用能力を身に付けるのは
難しい。第二言語の運用能力を向上させるためには、タスク中心の学習方法が効果的であると考
えられている（Long, 1991; Ellis, 2003など）。タスク中心の指導においては、現実のタスクを
反映させた教育用タスクを用い、言語を使用させることを通して習得を促すことを目指す。第二
言語環境下のビジネス日本語教育において、タスク中心の指導に効果があったことが報告されて
いる（向山 , 2016）が、このようなタスク中心の指導方法は台湾のような外国語環境の学習者に
ビジネス日本語を教える際にも有効なのだろうか。教育実践上からも第二言語習得理論上からも、
この問題について検討することが必要である。
　近年、指導の効果が学習者の特性に影響を受けることが第二言語習得研究から明らかになって
きた。これは適性処遇交互作用と呼ばれる現象で、効果的だと考えられる指導方法であっても学
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習者の特性と適合する場合は高い効果を上げられるが、適合しない場合には効果が表れにくい。
したがって、タスク中心の指導がビジネス日本語の学習に効果があったとしても、その効果は個
人の特性によって異なることが予想される。
　そこで、本研究では学習環境と学習者の特性に着目し、台湾の大学で日本語を学習する学生に
対してタスク中心でビジネス日本語を指導した場合、学習者の日本語能力という特性によって指
導効果がどのように異なるのかを検討する。
2．先行研究
2.1　台湾における日本語教育
　国際交流基金が2017年3月に発表した「2015年度日本語教育機関調査」では、台湾の日本語
教育事情について以下のように説明されている。
　台湾の学習者数は220,045人で中国、インドネシア、韓国、オーストラリアに次いで世界で5
番目に多い。台湾では少子化の影響や高等学校における第二外国語の多様化
1）
により、日本語学
習者数は2010年代に入り減少傾向にある。台湾の日本語学習者は高等教育機関（大学、大学院
など）の学習者が全体の45％を占めており、高等教育機関158校（教育統計2016年教育部）の
うち90％近い142機関で日本語科目が開講されている。また、日本語学科を有するのは47校で、「日
本語文学系」と「応用日本語系」に大別される。就職難の近年は、学生の需要に応えてダブルメ
ジャーや副専攻の体制整備に取り組み、ビジネス日本語など就職に結びつく実用的な日本語科目
を強化する動きが見られる。
　台湾の複数の大学教員からの情報によれば、アニメや漫画といったサブカルチャーに対する興
味から日本に関心を持ち、日本語の学習を始める学習者が増えているという。また、大学で日本
語を専攻した学生が教員の職を得るためには大学院レベルの教育が必要であるうえ、大学教員の
ポストが数多くあるわけではないため、学部を卒業後、日系企業に就職する学生が増加している。
近年はビジネス日本語教育科目を設ける大学も増えているが、まだビジネス日本語教育はそれほ
ど発展しておらず、教材、指導方法など改善が必要とされているということである。
2.2　ビジネス日本語教育とタスク教材
　ビジネス日本語教育において養成すべき能力として最初に挙げられるのはコミュニケーション
能力であろう。Canal & Swain（1980）によれば、コミュニケーション能力（communicative 
competence）は、文法能力、社会言語的能力、語用論的能力、ストラテジー能力から構成される。
文法能力は語彙、形態素、構文、音韻などに関する規則を運用する能力、談話能力は一文以上の
連続的な文章あるいは談話において結束性や一貫性を保つ能力、社会言語的能力は言語を場面の
中で社会的・文化的に適切に運用する能力、ストラテジー能力はコミュニケーションの挫折を回
避したり修復したりする能力と定義される。これらの構成要素はどれも等しく重要であるが、ビ
ジネス場面においては、日本社会での適切な言語使用に関わる社会言語能力が特に重要になると
思われる。
　外国人社員が日系企業で日本語を使って仕事をする場合、コミュニケーション能力以外にも身
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に付けるべき能力がある。まず、異文化を十分に理解し、異文化接触場面で起こる複雑な状況下
で課題を遂行する能力が必要である。堀井（2008）はこのような能力を異文化調整能力と呼び、
その重要性を指摘している。また、日本人、外国人を問わず、問題発見解決能力、思考力、チー
ムワーク力など、社会で仕事をするための基礎的能力が必要である。
　ビジネス日本語教育においては少なくとも以上のような能力の養成が求められるが、そのため
の指導としては、教育的タスクを用いることで運用能力の養成を目指すタスク中心の指導が有
効であろう。そのような指導に用いるタスク教材には村野・山辺・向山（2012）や村野・向山・
山辺（2014）がある。村野他（2012）は異文化調整能力や社会人基礎力の養成も視野に入れて
作成されたものであるが、上級向けの教材であるため、学部レベルの学習者、特に外国語環境で
学習する学習者にはやや難しい面がある。一方、村野他（2014）は口頭能力ではなく、ビジネ
スメール、ビジネス文書作成能力の養成を目的としたタスク教材である。タスクは機能別ではな
く、タスクの複雑さに基づいて配列されているが、ビジネス場面のストーリーの中にタスクを埋
め込むことで真正性を高めている。この他にもビジネス日本語教育用の教材は出版されているが、
それらの中にタスク理論に基づいて作成されているものは管見の限り見当たらない。
　向山（2016）は村野他（2014）の原型となっているタスク教材を用いて指導の効果を検討した。
その結果、機能シラバスの中でタスクを配列した教材より複雑さに基づいてタスクを配列した教
材を用いた方がより効果的に学習が進んだことが示された。しかし同時に、そのようなタスクも
文法的正確さの向上にはそれほど貢献しておらず、意味中心の活動の中でも言語形式により多く
の注意を受けさせる指導が必要であることが示唆されている。したがって、運用能力の養成を目
指すタスク中心の指導において、どの程度の明示性で言語形式に焦点化すべきかという問題は検
討が必要な研究課題となっている。
2.3　指導の効果と学習者の個人差
　「1．はじめに」で述べたように、学習者の個人差が指導の効果に影響を与えることは多くの
研究から明らかになっている（Robinson, 2002; Erlam, 2005; Hwu & Sun, 2012など）。これら
の研究結果はCronbach（1957）が提唱した適性処遇交互作用を実証したものと言えるが、この
理論における適性とは年齢、性別、言語適性、動機づけ、学習スタイル、学習ストラテジー、信
念、態度、性格など、学習者のすべての特性を含む概念であり、いわゆる言語適性だけを指すも
のではない。適性処遇交互作用はこれらの特性と指導方法の間には相互作用があり、学習者の個
人差が指導と適合した場合にその指導から最大の効果が得られるという考え方である。
　学習者の日本語能力レベルに着目して、文法説明のないコミュニケーション重視の指導と、そ
の指導に文法説明を加えた指導を比較した研究に向山（2004, 2006）がある。この研究では日本
語能力レベルによって2つの指導の効果が異なっていたことが示されている。日本語上位群は文
法説明の有無によって指導の効果に差は生じなかったが、下位群は明示的な文法説明がある指導
の方が効果が高かった。この結果は日本語能力レベルという学習者の特性と指導方法との相互作
用を示したものと言える。したがって、意味の伝達に主眼を置いたタスク中心の指導でビジネス
日本語を学習する場合にも、日本語能力が指導の効果に何らかの影響を与える可能性があると考
えられる。
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　そこで、本研究では外国語環境である台湾で日本語を学習する学生に対してタスク中心のビジ
ネス日本語指導を行った場合、日本語能力によって学習成果が異なるかどうかを検討することを
研究課題とする。同じレベルと認定された学習者集団であっても、一つの教室の中には多様なレ
ベルの学習者が存在することは避けられない現実である。この研究課題を明らかにすることに
よって、言語能力に差がある学習者に対してタスク中心の指導を行う際に、どのようなことに注
意する必要があるのかという問題に対して何らかの示唆を与えることが可能だと考える。
3．研究方法
3.1　研究対象者
　台湾の台中にある本学の協定校において、1週間（6時間×6日）のビジネス日本語教育の集中
講義を行った。受講生は日本語専攻の大学2年生52人である。定員は50名とされていたが、履
修申し込みに当たっての条件は特に定められていなかった。集中講義は2年次の学習が終わった
直後に行われた。
　受講生52人の日本語能力は概ねN3～ N2レベルであるが、同じ学年ではあるものの学習者間
に日本語能力の差がある。しかしその一方、夏休み中の開講であること、受講者数に制限がある
中での申し込み（先着順）であったことを踏まえると、学習開始時の動機づけに関しては特に大
きな差はないと考えられる。日本への留学経験のある学生はいない。
3.2　使用教材
　日本企業に就職した本学の修了生や企業で働く外国人社員などから、さまざまな機会を通して
ビジネス場面で必ず行う基本的なタスクについての情報を収集してきた。それらの情報に基づい
て作成した教材（村野他，2012）の中から抜粋したいくつかのタスク、またその後新たに作成
したタスクなどを組み合わせて、初めてビジネス日本語を学ぶ学生向けに教材を作成した。教材
は、会話（モデル会話・語彙表現・ロールプレイ）、ケーススタディー、プロジェクトワークか
ら構成した。
　1～ 6課でモデル会話を示し、ビジネス場面で使用される日本語のインプットを与えた。そして、
これらの場面で待遇表現を用いた発話ができるようになるため、語彙・表現の例文理解と産出練
習、及びロールプレイを課した。モデル会話の内容は以下の6つである。モデル会話は、タスク
を負荷が低いものから高いものへと配列できるような順番で提示した。
　①自己紹介を行う（社内・社外）　②電話を取り次ぐ　　③アポを取る 
　④謝罪をする　　　　　　　　　　⑤誘いを断る　　　　⑥許可を得る
　ケーススタディーは日本の企業文化の一端を知ること、ディスカッションを通して自分の意見
を述べる口頭能力を養成することを目的とし、以下の4つのケースを教材とした。
①報告・連絡・相談が重視されること（「ほうれんそう（報連相）」って必要？）
②断りは婉曲的に伝えること（ダメならダメと早く言って！）
③時間を厳守すること（10分遅れただけなのに…）
④家庭より仕事が優先される場合があること（家庭と仕事、どっちが大事？）
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　プロジェクトワークは日本人観光客向けの台湾観光企画を作成し、旅行会社に売り込むプレゼ
ンテーションをすることを課題とした。プロジェクトワークでは企画力、情報収集力、チームワー
ク力、プレゼンテーション能力の養成を目標とした。
　これら3種類の活動以外に待遇表現の基本を確認し、練習する活動を含めた。ただし、時間が
足りなかったため、授業では重要なポイントを説明するだけにして練習問題は宿題とした。
3.3　シラバス
　36時間の集中授業は次のようなシラバスで行った。ここに示した授業の目標、概要、授業計
画などについては、初日のオリエンテーションで学生に資料を配付し、詳細を説明した。授業は
1コマ50分で、午前、午後各3コマである。
【目標】
・ビジネス場面で使用される表現が使えるようになる。
・基本的なビジネス場面で会話ができるようになる。
・日本の企業文化の一端を理解する。
・企画案作成、プレゼンテーションがチームで遂行できるようになる。
【授業の概要】
・ビジネス場面での会話練習を行う。
・ケーススタディーを通して、日本の企業文化について考える。
・日本人観光客向けの台湾観光企画を立案する。
【授業計画】
日にち 時限 内容 日にち 時限 内容
1日目 1限 オリエンテーション 4日目 1限 誘いを断る（1）
2限 敬語の基本 2限 誘いを断る（2）
3限 初対面の会話 3限 誘いを断る（3）
4限 電話を取り次ぐ（1） 4限 誘いを断る（4）
5限 電話を取り次ぐ（2） 5限 ケーススタディー（2）
6限 プロジェクトワーク（1） 6限 プロジェクトワーク（4）
2日目 1限 電話を取り次ぐ（3） 5日目 1限 許可を得る（1）
2限 電話を取り次ぐ（4） 2限 許可を得る（2）
3限 アポを取る（1） 3限 許可を得る（3）
4限 アポを取る（2） 4限 許可を得る（4）
5限 アポを取る（3） 5限 ケーススタディー（3）
6限 プロジェクトワーク（2） 6限 プロジェクトワーク（5）
3日目 1限 謝罪をする（1） 6日目 1限 試験
2限 謝罪をする（2） 2限 試験
3限 謝罪をする（3） 3限 発表準備
4限 謝罪をする（4） 4限 プロジェクトワーク発表
5限 ケーススタディー（1） 5限 プロジェクトワーク発表
6限 プロジェクトワーク（3） 6限 プロジェクトワーク発表
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3.4　授業の進め方
　授業は運用能力の養成に重点を置き、モデル会話のリスニング、シャドーイング、ロールプレ
イなどの活動を取り入れた。これらの活動を通してインプットの理解、新しい言語形式の内在化、
アウトプットの自動化を目指した。
　基本的には意味の伝達を目的としたタスク中心の指導であったが、外国語環境で初めてビジネ
ス日本語を学ぶ学生にとって、ビジネス場面で使用される待遇表現を理解、使用することは難し
い。そのため、この部分についてはワークシートなどを用いて明示的に指導した。
　また、ロールプレイも課題によっては即興で行うのは難しいため、プランニングのために図1
のようなシートに予めロールプレイを作成させた。このシートは授業外の課題として授業中に
行ったロールプレイを再確認する目的でも使用した。提出されたシートすべてに対して、文法、
語用論、社会言語的正確さをチェックしてフィードバックした。
　授業が行われた教室は学生が好きな場所にテーブルを設置し、3～ 6人のグループで着席して
学習するという環境であった。このため、グループでのディスカッションやペアワークを行いや
すい状況であった。グループは自主的に形成されたもので、6日間を通してメンバーの移動はな
かった。
3.5　調査材料・分析方法
　集中講義最終日に学習成果を測定するテスト、及び自己評価、授業評価に関わるアンケート調
査を実施した。
　学習成果テストは習熟度テストではなく、授業で扱った内容がどの程度学習できたかを測定す
る到達度テストである。大問は3つで、パーティーの場面で初対面の二人が行っている会話を示
し、その中の語彙・表現を適当な待遇表現に直す問題、電話を取り次ぐ会話を作成する問題、電
話でアポイントメントの変更を依頼する会話を作成する問題である。回答の制限時間は50分で
あった。どの課題も授業で取り扱った内容とは状況が異なるが、同じ種類のタスクである。
　テスト後に能力の向上についての自己評価、及び授業の難易度や教材などについてのアンケー
ト調査を行った。アンケートの質問は自己評価10項目、授業評価5項目で、5件法により回答を
求めた。
 
図1　ロールプレイ書き込みシート
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　5日目までは受講生52人全員が欠席せずに授業に参加したが、最終日に1人が体調不良で欠
席したため、本研究で分析対象とするデータは51人分である。51人の受講生はいつも授業を担
当している教師の評価により日本語能力別に3つにグループ化した（上位群18人、中位群19人、
下位群14人）。テスト得点、自己評価、授業評価を日本語能力を被験者間要因とする一元配置の
分散分析により検討した。
4．結果
4.1　到達度テスト得点
　到達度テストの結果は表1に示すとおりである。全体平均は79.9点であった。上述したように
授業で扱った内容がどの程度学習できたかを測定するためのテストであったので、授業の目標は
おおむね達成できたと考えられる。しかし、日本語能力別に見た場合、上位群88.9点、中位群
77.4点、下位群71.8点とグループ間に差があった。そこで、被験者間1要因分散分析を行った
結果、群間差が有意であった（F (2, 48) = 18.873, p < .001）。どこに有意差があるのかを探るた
めTukeyの多重比較を行ったところ、上位群と中位群の間、また、上位群と下位群の間に有意
差があり、上位群は中位群、下位群と比べ有意に得点が高いことが示された（上位群＞中位群　
上位群＞下位群）。したがって、初めてのビジネス日本語学習において、上位群は中位群、下位
群よりタスク中心の授業からより多くの学びを得たと言える。
表1　テスト得点
上位（N=18） 中位（N=19） 下位（N=14） 全体（N=51）
M SD M SD M SD M SD
88.9 5.30 77.4 7.88 71.8 11.03 79.9 10.65
4.2　能力の向上についての自己評価
　集中講義を通して自分のビジネス日本語能力がどの程度向上したと思うか、授業内容に沿って
作成した質問項目に対して自己評価をしてもらった。「とてもそう思う」が5点、「全くそう思わ
ない」が1点の5件法による回答である。各項目の記述統計は表2の通りである。また、それを
グラフ化したものが図2である。
表2　ビジネス日本語能力の向上についての自己評価
質問項目
上位
（N=18）
中位
（N=19）
下位
（N=14）
全体
（N=51）
M SD M SD M SD M SD
①ビジネス場面の待遇表現についての知識が増えた 4.72 .46 4.42 .77 4.21 .89 4.47 .73
②ビジネス場面の待遇表現を使う能力が向上した 4.50 .62 4.00 .88 3.64 .93 4.08 .87
③ビジネス場面で自己紹介ができるようになった 4.65 .61 4.37 .83 3.93 1.00 4.34 .85
④電話対応ができるようになった 4.33 .59 4.21 .71 4.00 .96 4.20 .75
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⑤アポイントを取ることができるようになった 4.33 .69 3.89 .74 3.64 .75 3.98 .76
⑥誘いを断ることができるようになった 4.56 .62 3.89 .81 3.86 .77 4.12 .79
⑦許可を得ることができるようになった 4.39 .70 4.06 .73 3.71 .73 4.08 .75
⑧企画案が作成できるようになった 3.94 .80 3.58 .77 3.71 .91 3.75 .82
⑨プレゼンテーションができるようになった 4.11 .68 3.79 .79 3.71 .83 3.88 .77
⑩チームで作業することができるようになった 4.35 .86 4.11 .74 3.79 .70 4.10 .79
　全体に関しては平均が4（そう思う）を超えた項目が10項目中7項目であった。4以下だった
のは「⑤アポイントを取ることができるようになった」3.98、「⑧企画案が作成できるようになっ
た」3.75、「⑨プレゼンテーションができるようになった」3.88の3項目だけであった。これら3
項目も4に非常に近いことから、ほとんどの受講生がビジネス日本語能力の伸長を認識していた
と言える。
　日本語能力別に見ると、上位群で4を下回ったのは「⑧企画案が作成できるようになった」3.94
だけであった。中位群では4項目で、全体でも4以下だった3項目に加え、「⑥誘いを断ることが
できるようになった」3.89の1項目であった。このように上位群、中位群においては平均が4以
下だった項目が10項目中それぞれ1項目、4項目だったのに対し、下位群は8項目あった。そして、
平均が4以上だった項目は「①ビジネス場面の待遇表現についての知識が増えた」4.21と「④電
話対応ができるようになった」4.00の比較的達成が簡単な2項目しかなく、学習の達成度に対す
る自己評価が上位群、中位群と比べて低いことが示された。
　これらの自己評価について被験者間1要因の分散分析を行ったところ、有意差のない項目とあ
る項目が各5つとなり、半数ずつに分かれた。有意差のなかった項目は次の5項目であった。
　①ビジネス場面の待遇表現についての知識が増えた（F（2, 48）= 2.055, n.s.）
　④電話対応ができるようになった（F（2, 48）= .779, n.s.）
　⑧企画案が作成できるようになった（F（2, 48）= .927, n.s.）
　⑨プレゼンテーションができるようになった（F（2, 48）= 1.296, n.s.）
　⑩チームで作業することができるようになった（F（2, 48）= 2.072, n.s.）
　これらの項目の中には、下位群が4以上だった①待遇表現の知識、④電話対応の2項目、及び
全体として平均が4以下だった⑧企画案、⑨プレゼンテーションの2項目が含まれている。
　分散分析で有意差のあった5項目に関してTukeyの多重比較をした結果、以下のような群間差
が示された。
　②ビジネス場面の待遇表現を使う能力が向上した（F（2, 48）= 4.519, p < .05） 上位＞下位
　③ビジネス場面で自己紹介ができるようになった（F（2, 48）= 3.001, p < .1） 上位＞下位
　⑤アポイントを取ることができるようになった（F（2, 48）= 3.817, p < .05） 上位＞下位
　⑥誘いを断ることができるようになった（F（2, 48）= 4.945, p < .05）上位＞中位　上位＞下位
　⑦許可を得ることができるようになった（F（2, 48）= 3.514, p < .05）上位＞下位
　5項目すべてにおいて上位群と下位群の間に有意差が示された。また、⑥誘いの断りには上位
群と中位群の間にも有意差が見られた。
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4.3　授業についての評価
　授業評価についての質問項目も自己評価と同様、「とてもそう思う」が5点、「全くそう思わない」
が1点の5件法による回答である。記述統計を表3、及び図3に示す。5つの質問項目は、授業内
容の難易度に関する質問（①②③）と、授業から得た学習の動機づけに関する質問（④⑤）である。
　質問項目①～③に関しては全体では「①課題の量は適切だ」3.76、「②授業内容の難易度は
適切だ」3.86、「③テキストの難易度は適切だ」3.78であった。どの項目も4点に近い値であり、
授業の難易度については概ね適切だったと捉えられていた。一方、動機づけに関する質問項目も
「④この授業を通して、ビジネス日本語に対する興味・関心が強くなった」3.90、「⑤ビジネス日
本語をもっと勉強したくなった」3.92となり、集中講義を通してビジネス日本語の学習に対す
る意欲が高まったことが示された。
　グループ間に評価の差があるかどうかを確認するため、被験者間1要因の分散分析を行った結
果、授業の難易度に関しては、①課題の量の適切性には有意差がなかった（F（2, 47）= 1.397, n.s.）
が、②授業の難易度と③テキストの難易度には有意傾向の差が示された（②F（2, 47）= 2.481, p 
①ビジネス場面の待遇表現についての知識が増えた
②ビジネス場面の待遇表現を使う能力が向上した
③ビジネス場面で自己紹介ができるようになった
④電話対応ができるようになった
⑤アポイントを取ることができるようになった
⑥誘いを断ることができるようになった
⑦許可を得ることができるようになった
⑧企画案が作成できるようになった
⑨プレゼンテーションができるようになった
⑩チームで作業することができるようになった
上位 中位 下位
3 3.5 4 4.5 5
図2　ビジネス日本語能力の向上についての自己評価
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< .1、③F（2, 47）= 2.853, p < .1）。また、学習の動機づけに関しては、④ビジネス日本語に対す
る興味・関心には有意傾向の差が示された（F（2, 47）= 2.599, p < .1）が、⑤ビジネス日本語学
習に対する動機づけには有意差が示されなかった（F（2, 47）= .272, n.s.）。
　有意傾向の差が見られた項目に関してTukeyの多重比較を行ったが、いずれの項目にもグルー
プ間の有意差は示されなかった。つまり、グループ間に数値の差が多少あったが、推測統計上の
有意差ではなかった。
表3　授業についての評価
質問項目
上位
（N=18）
中位
（N=19）
下位
（N=14）
全体
（N=51）
M SD M SD M SD M SD
①課題の量は適切だ 3.94 .80 3.53 .77 3.85 .80 3.76 .80
②授業内容の難易度は適切だ 4.11 .58 3.84 .69 3.54 .88 3.86 .73
③テキストの難易度は適切だ 4.11 .68 3.58 .69 3.62 .87 3.78 .76
④ この授業を通して、ビジネス日本語に対する興味・
関心が強くなった
4.22 .81 3.58 .90 3.92 .86 3.90 .89
⑤ビジネス日本語をもっと勉強したくなった 4.00 1.09 3.79 .98 4.00 .82 3.92 .966
5．考察
5.1　到達度テストの結果について
　大学での学習時間は同じであっても、学習者間に日本語能力の差が生じている。このこと自体
が学習者の認知能力や動機づけといった要因に影響を受けた結果と言えるが、本研究では効果的
①課題の量は適切だ
②授業内容の難易度は適切だ
③テキストの難易度は適切だ
④この授業を通して、ビジネス日本語に
対する興味・関心が強くなった
⑤ビジネス日本語をもっと勉強したくなった
上位
3 3.5 4 4.5 5
中位 下位
図3　授業についての評価
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な教育実践に示唆を得る目的もあり、日本語能力という特性に焦点を当てて、到達度テストや自
己評価の結果を検討した。
　到達度テストは上位群が中位群、下位群より有意に得点が高かったが、中位群と下位群の間に
は有意な差はなかった。下位群の到達度テスト得点の平均が100点満点中71.9点だったことから、
下位群も一定の学習成果を得ていたことが分かる。したがって、外国語環境においてクラス授業
としてタスク中心にビジネス日本語を指導することの有効性が示されたと言えるだろう。
　向山（2016）ではビジネスメールをタスク中心で指導した場合、文法知識が伸びなかったと
報告されている。また、向山（2004, 2006）ではより明示的な指導の方が下位群には効果があっ
たことが示されている。本研究においては文法を確認するワークシートを使用する、誤用に対し
てフィードバックを与えるといった方法で言語形式に注意を向けさせる指導を行った。先行研究
の結果に基づいて考えると、このようなより明示的なFocus on Formが日本語能力下位群に対
して効果があった可能性があるだろう。
　到達度テストのロールプレイの筆記産出には、授業でロールプレイのタスクを使って繰り返し
アウトプット練習をさせたことの効果があったのかもしれない。しかし、到達度テストの２つの
課題は難易度が異なっており、下位群においては難易度の低い電話の取り次ぎは上位群と同程度
にできていたが、難易度の高いアポイントの変更依頼は上位群に比べてパフォーマンスが劣って
いた。したがって、タスク中心の指導によって、すべての言語能力レベルにおいて、すべてのタ
スクが同じようにできるようになるわけではなく、タスクの難易度と日本語能力レベルとの間に
相互作用があることが明らかになった。この点については次節の自己評価についての考察でさら
に述べたい。
5.2　ビジネス日本語能力に対する自己評価について
　ビジネス日本語能力の向上についての自己評価に関しては、10項目のうち5項目には日本語能
力による差はなかった。「①ビジネス場面の待遇表現についての知識が増えた」、「④電話対応が
できるようになった」の2項目については上述したような言語形式への焦点化や繰り返しのアウ
トプット練習がどのレベルの学習者にも有効だったと考えられる。一方、「⑧企画案が作成でき
るようになった」、「⑨プレゼンテーションができるようになった」、「⑩チームで作業することが
できるようになった」はプロジェクトワークに関わる能力である。「⑩チームで作業することが
できるようになった」はどのレベルの学習者も高い自己評価をしていたが、「⑧企画案が作成で
きるようになった」、「⑨プレゼンテーションができるようになった」の2項目は相対的に自己評
価が低かった。この点については集中講義という形式において時間的な制約があり、十分な指導
ができなかったことが最大の原因であろう。このような能力は短期間にプロジェクトワークを1
回行うだけでは十分に身に付かない。もっと時間をかけたり、複数回行ったりすることがより高
い指導効果に結びつくものと思われる。
　10項目中5項目の自己評価には上位群と下位群の間に有意差があった。その中に「②ビジネ
ス場面の待遇表現を使う能力が向上した」が含まれているが、これは「①ビジネス場面の待遇表
現についての知識が増えた」に有意差がなかったことと対照的である（図2参照）。この結果から、
下位群は待遇表現の知識は増えたが、それを運用する能力はそれほど向上しなかったと認識して
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いることが分かる。つまり、待遇表現は知っているけれど使えない状況だと自己評価していると
言える。授業ではアウトプット練習にかなりの時間を割いたが、それでも下位群が待遇表現を使
えるレベルになるためには十分ではなかったのであろう。
　「③ビジネス場面で自己紹介ができるようになった」、「⑤アポイントを取ることができるよう
になった」、「⑥誘いを断ることができるようになった」、「⑦許可を得ることができるようになっ
た」の4項目に関しては、タスクの負荷の違いが影響していると考えられる。これらのタスクは
自己紹介や電話の取り次ぎに比べると負荷が高いため、下位群は自信を持ってできると言える
レベルにはならなかったのであろう。しかし、下位群のこれらの項目の自己評価の平均は3.64
～ 3.86点であったことを考えると、取り上げたタスクが難しすぎたということではないだろう。
タスクの内容というより練習量、練習方法に改善すべき点があることが考えられる。
　授業では図1に示したロールプレイ書き込みシートをプランニングや確認のために使用したり、
シャドーイングを取り入れたりといった工夫をしたが、下位群には自動化のための練習をもっと
取り入れる必要があるのだろう。また、本研究の実践では1つの機能の学習に対して、モデル会
話以外に2つのタスクを用いてアウトプット練習をした。しかし、この点に関しても、下位群に
は十分ではなかった可能性がある。上位群と同程度に負荷の高いタスクができるようになるため
には、状況設定だけを変えた同じ機能のタスクを数多く行うことが効果的かもしれない。学習者
がグループ活動をする際に、メンバーの言語能力レベルが学習効果に影響する場合もある。今回
はグループメンバーが固定されていたが、能力を考えてグループを編成することで学習効果が
違ってくる可能性も考えられるだろう。
5.3　授業評価について
　授業における課題の量、授業内容の難易度、テキストの難易度の適切性は、レベル間に有意差
はなかったものの、上位群の方がより高く評価している。初めて指導する学生の能力を推測して
授業内容や教材を準備したため、上位群には適切だったが下位群にはやや難しかったのであろう。
また、教材の事前配布ができなかったこともあり、集中講義が始まる前に予習時間を確保できな
かったことも影響しているものと思われる。
　しかし、ビジネス日本語に対する興味・関心、学習の動機づけに関しては、下位群は中位群よ
り平均値が高く、授業内容がやや難しいと思いながらも、ビジネス日本語学習に対する動機づけ
を高めていたと言えるだろう。能力向上に対する自己評価が上位群に比べて低かったが、このよ
うに動機づけが高められたのは、真正性の高いタスクを用いてアウトプット中心の練習を行った
からではないかと思われる。アンケートの自由記述に、難しかったけれど楽しかったというコメ
ントが多く見られたことはそれを裏付けるものと考えられる。
　学習の成功には動機づけが大きく関わっている。授業を通してより高い学習成果を上げること
が動機づけを高めることにつながり、それがさらにより良い学習成果につながるという好循環を
生み出す。そのためには特に下位群に対してどのような授業内容、指導方法がよいのかを考える
ことが重要であろう。
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6．まとめと今後の課題
　本研究では外国語環境で日本語を学習する学生に対してタスク中心のビジネス日本語指導を
行った場合、日本語能力によって学習成果が異なるかどうかを検討した。授業によってどのレベ
ルの学習者も一定の学習成果を収めたことが示されたが、結果を詳細に検討すると上位群と下位
群では様々な点で異なっていた。上位群は授業内容や教材の難易度に対して肯定的な評価をし、
実際の到達度テストの結果においても自己評価においても十分な学習成果が挙げられたことが示
された。一方、下位群においては知識と運用の間に差があること、タスクの難易度によって学習
成果が異なること、しかし、学習の動機づけは高まったことなどが示された。これらの結果を総
合して考えると、外国語環境においてもタスク中心の指導は有効であるが、クラス内の言語能力
レベルの差を考慮して授業を工夫していくことが重要であると言えるだろう。
　学習項目の定着のためには授業と授業の間の時間的間隔も必要であるため、本研究で対象とし
たのが短期集中型授業であったことが結果に影響している可能性もある。今後は短期集中型では
ない授業でタスク中心の指導がどのような効果を示すのかを検討することも必要であろう。
付記： 本研究は科研基盤研究（C）「タスク理論に基づくビジネス日本語教育用教材の開発研究」（研
究代表者：向山陽子　研究課題番号17K02868）の助成を受けて行われた。
注
 1） 高等学校における第二外国語は、1996年に日本語、フランス語、ドイツ語、スペイン語の4言語で始まり、
現在は10以上もの言語に多様化している（国際交流基金 , 2017）。
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